別紙
消費税及び地方消費税の申告に係る仕入控除税額０円の理由書

	№
	理　由
	該当項目に○を付けてください

	１
	消費税の確定申告の義務がないため、補助金に係る消費税
及び地方消費税の仕入控除税額がない。

	

	２
	消費税を簡易課税方式により申告しているため、補助金に
係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額がない。


	

	３
	公益法人等（一般財団法人、一般社団法人、学校法人、公益財団法人、社会福祉法人、社会医療法人、宗教法人など）で、特定収入割合（補助金、交付金、寄付金、出資に係る配当金、保険金、損害賠償金、会費など）が５％を超えるため、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額がない。

	

	４
	補助対象経費に係る消費税を個別対応方式において、「非課税売上のみに要するもの」として申告しているため、補助金に係る消費税及び地方消費税の仕入控除税額がない。

	

	その他
	（理由をご記入の上、根拠書類を添付してください。）

	


【添付書類】
・１の場合　補助事業実施年度の前々年度(基準期間)における課税売上高(1,000万円以下)が確認できる書類。(※課税売上高が分かるよう補記してください。)
・２の場合　課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し）
・３の場合　特定収入割合が５％を超えることが確認できる書類
・４の場合　課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し）、課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表（写し）
